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2008年の財政と税制のテ マ2008年の財政と税制のテーマ

• 財政再建か、「ばらまき」予算の復活か
2011年度に基礎的財政収支（プライマリ バラン– 2011年度に基礎的財政収支（プライマリーバラン
ス）を黒字化する財政健全化目標の堅持

格差 政治 歳 増– 格差問題の政治問題化による歳出増加圧力

–– Pay as you go Pay as you go 原則の徹底が重要原則の徹底が重要y y gy y g 原則の徹底が重要原則の徹底が重要

• 抜本的税制改革の意義
「社会保障財源 確保と う視点も加え総合的– 「社会保障財源の確保という視点も加え総合的
に考慮したとき、日本の持続可能性を高めるため
制度改革とし 最も重視すべきは税制改革の制度改革として、最も重視すべきは税制改革

であろう。柱は消費税増税と法人税減税である。
（横山（2007））（横山（2007））」



抜本的税制改革の柱抜本的税制改革の柱

• 消費税増税

– 高齢者も負担する消費税の税収を主な財源とし
た基礎年金の国庫負担増は少子高齢化時代の負 増 代
国民生活の持続可能性を高めるもの（横山
2007）2007）

– 税負担の中立性を、所得間から世代間へ

• 法人税減税

国際競争力確保を通じ日本の国家としての持続– 国際競争力確保を通じ日本の国家としての持続
可能性を高めるもの（横山 2007）

国際的な税制改革の潮流国際的な税制改革の潮流

• EU諸国

– 国際競争力確保の視点から法人税の減税合戦
を行い、付加価値税中心の税制への移行を加速

• 米国

年 革 統 諮 パ 報告書– 2005年の税制改革大統領諮問パネルの報告書

で、消費ベースの課税を中心とする税制への展、 費 税 税 展
望が示された

横山（2007）



なぜ、抜本的税制改革がなぜ、抜本的税制改革が
必要なのか

•• 財政の持続可能性の問題財政の持続可能性の問題
歳出 歳入 体改革のゆくえ– 歳出・歳入一体改革のゆくえ

– 格差問題による歳出増圧力

社会構造 経済環境 変化社会構造 経済環境 変化•• 社会構造、経済環境の変化社会構造、経済環境の変化
– 経済の安定成長化

• 景気拡張は続くも、その波及効果は？

• 景気減速のリスク要因は？

人 減少化 少子化 高齢化– 人口減少化、少子化、高齢化
• 経済成長のマイナス要因：生産性

税負担の世代間中立性の問題• 税負担の世代間中立性の問題

– 就業形態の多様化
• ワ クライフバランスと税制• ワークライフバランスと税制

– グローバル化

般会計の歳出と税収の推移

財政の持続可能性
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政府長期債務の累積の推移

財政の持続可能性

政府長期債務の累積の推移
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財政の持続可能性

税制調査会答申『抜本的な税制改革に向けた基本的考え方』（平成19年11月）：参考資料より抜粋



歳出・歳入一体改革のゆくえ

税制調査会答申『抜本的な税制改革に向けた基本的考え方』（平成19年11月）：参考資料より抜粋

歳出・歳入一体改革のゆくえ

税制調査会答申『抜本的な税制改革に向けた基本的考え方』（平成19年11月）：参考資料より抜粋



歳出・歳入一体改革のゆくえ

税制調査会答申『抜本的な税制改革に向けた基本的考え方』（平成19年11月）：参考資料より抜粋

格差問題による歳出増圧力

税制調査会答申『抜本的な税制改革に向けた基本的考え方』（平成19年11月）：参考資料より抜粋



労働分配率の推移

格差問題による歳出増圧力

労働分配率の推移
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格差問題による歳出増圧力
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名目雇用者報酬の推移

格差問題による歳出増圧力

名目雇用者報酬の推移
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経済の低成長 安定成長化

景気拡張は続くも、その波及効果は？

経済の低成長・安定成長化
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(2006年名目)

景気拡張期における名目成長率
景気拡張は続くも、その波及効果は？

景気拡張期 おける名目成長率
と実質成長率
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GDPに対する寄与度
景気拡張は続くも、その波及効果は？

GDPに対する寄与度
（いざなぎ景気及びバブル景気以降の景気拡張）
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近年のGDPへの寄与度（名目）

景気拡張は続くも、その波及効果は？

近年のGDPへの寄与度（名目）
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近年のGDPへの寄与度（実質）

景気拡張は続くも、その波及効果は？

近年のGDPへの寄与度（実質）
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企業の業況動向

景気拡張は続くも、その波及効果は？

企業の業況動向
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大企業の業況動向

景気減退のリスク要因は？

大企業の業況動向
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中堅企業の業況動向

景気減退のリスク要因は？

中堅企業の業況動向
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中小企業の業況動向

景気減退のリスク要因は？
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景気減退のリスク要因は？

税制調査会答申『抜本的な税制改革に向けた基本的考え方』（平成19年11月）：参考資料より抜粋



金融機関の不良債権比率

景気減退のリスク要因は？

金融機関の不良債権比率

日本銀行のデータを基に、筆者作成

人口減少化、少子化、高齢化

税制調査会答申『抜本的な税制改革に向けた基本的考え方』（平成19年11月）：参考資料より抜粋



人口減少化、少子化、高齢化

税制調査会答申『抜本的な税制改革に向けた基本的考え方』（平成19年11月）：参考資料より抜粋

合計特殊出生率の予測推移

人口減少化、少子化、高齢化

合計特殊出生率の予測推移
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労働力人口の予測推移

人口減少化、少子化、高齢化

労働力人口の予測推移
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老年人口割合の予測推移

人口減少化、少子化、高齢化

老年人口割合の予測推移
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人当たりGDPの予測推移

人口減少化、少子化、高齢化

一人当たりGDPの予測推移
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ワークライフバランスと税制

税制調査会答申『抜本的な税制改革に向けた基本的考え方』（平成19年11月）：参考資料より抜粋



ワークライフバランスと税制

税制調査会答申『抜本的な税制改革に向けた基本的考え方』（平成19年11月）：参考資料より抜粋

抜本的税制改革を
税制改革をいかに進めるか

抜本 税制改革を
いかに進めるか

• 伝統的な課税三原則

簡素– 公平、中立、簡素

• 最近議論される課税三原則• 最近議論される課税三原則

– 公平、活性、簡素

• 「中立」か「活性」か

「活性」原則は 租税特別措置などを使 て 部– 「活性」原則は、租税特別措置などを使って、一部
の経済主体を優遇することであり、歪めることに

全体よって、税制全体を歪めてしまう。

– レントシーキングの可能性がある。レントシ キングの可能性がある。



補助金・租税特別措置と
税制改革をいかに進めるか

補助 租税特別措置
レントシーキング

• 特定の目標のため特定の産業・活動・人々に
対して優遇を与える租税特別措置は 租税制対して優遇を与える租税特別措置は、租税制
度を通じてなされる隠された政府補助金にほ
かならない の優遇措置は 政府によかならない。この優遇措置は、政府によって
人為的に創出される特権的レントであり、一創 あ 、
般の人々への移転を意味する。（Surrey 
1973）1973）

• 租税支出の形のレントは、直接補助金の形
のレントよりも利益集団にと ては好ましいのレントよりも利益集団にとっては好ましい。

横山（1995）p.125

補助金・租税特別措置と
税制改革をいかに進めるか

補助 租税特別措置
レントシーキング

• その理由は単純で、租税支出は一般有権者の目に
ふれにくい隠れた補助金だからである。

• ある利益集団がレントを求めれば、他の利益集団も
別にレントを求めだす。別 を求 す。

• 立憲後のレント・シーキングを未然に防ぐには、立憲
段階で租税減免措置をルール化しておく必要が生じ、段階で租税減免措置をル ル化しておく必要が生じ、
それを租税基本法で規定することを合理的個人は同
意する。

• 「消費ないし支出を課税ベースとした人的控除の租税
減免と累進税率をもつ直接税型の目的税体系の租
税制度 を 合理的個人は選択する税制度」を、合理的個人は選択する。

横山（1995）pp.125-126



レ ガン政権の2つの税制改革

税制改革をいかに進めるか

レーガン政権の2つの税制改革

• 第1期レーガン政権の法人所得税改正
設備投資を増加させるため 投資税額控除の拡大 減価– 設備投資を増加させるため、投資税額控除の拡大、減価
償却期間の短縮。

– 減税規模は 1981年度から86年度までの累計で 1600減税規模は、1981年度から86年度までの累計で、1600
億ドルに達した。

– 財政赤字の拡大による金利上昇の影響もあり、設備投資財政赤字の拡大による金利上昇の影響もあり、設備投資
は期待したほど回復しなかった。そればかりか、既存の
重工業からハイテク産業などへの産業構造の効率的な
転換 げ転換を妨げた。

– とくに不動産、リースへの優遇策は、投資判断に歪みをも
たら 企業も国民も税制 プ ホ 活 熱たらし、企業も国民も税制のループ・ホールの活用に熱
心になるなど、経済活動が攪乱された。

富田（1999;p.130）

レ ガン政権の2つの税制改革

税制改革をいかに進めるか

レーガン政権の2つの税制改革

• 第2期レーガン政権の法人所得税改正

年税制改 投資税額控除を廃 す な– 1986年税制改正で、投資税額控除を廃止するな
どによって課税ベースを拡大し、法人税率を46％
から34％に引き下げた。

レーガン第1期の税制改正は 大規模減税を内– レーガン第1期の税制改正は、大規模減税を内
容とするものであったが、第2期には、自らが拡

大した諸控除を廃止し 限界税率を引き下げると大した諸控除を廃止し、限界税率を引き下げると
いう税制中立の画期的な税制改革を行った。

富田（1999;p.130）



抜本的税制改革の論点

税制改革をいかに進めるか

抜本的税制改革の論点

相続相続++生涯所得生涯所得==生涯消費生涯消費++遺産遺産

• 所得税

累進性と課税最低限– 累進性と課税最低限

• 消費税

– 累進消費税

資産税• 資産税

– 相続税強化と中小企業の事業継承優遇税制相続税強化と中小企業の事業継承優遇税制

• 法人税

– 租税特別措置か税率引き下げか

消費税改革

税制調査会答申『抜本的な税制改革に向けた基本的考え方』（平成19年11月）：参考資料より抜粋



消費税改革

税制調査会答申『抜本的な税制改革に向けた基本的考え方』（平成19年11月）：参考資料より抜粋

累進消費税について

消費税改革

累進消費税について

• 課税ベースの考え方

相続相続++生涯所得生涯所得==生涯消費生涯消費++遺産遺産相続相続++生涯所得生涯所得==生涯消費生涯消費++遺産遺産
– 「生涯の経済力に応じた課税こそ望ましいとすれば、所得
ではなく消費を課税ベ スとする税制でもよいのであではなく消費を課税ベースとする税制でもよいのであ
る。」

– 消費税の逆進性の問題– 消費税の逆進性の問題

– 逆進性の問題：低所得者ほど所得に占める税負担が重
いい。

– 負の人頭税：個人について基礎消費として年間一律の非
課税消費額を決め、その基礎消費にかかる消費税額を課税消費額を決め、その基礎消費にかかる消費税額を
負の人頭税として還付する。

横山（2007）



累進付加価値（消費）税

消費税改革

累進付加価値（消費）税

比例付加価値税

tCT(C)

tC-z

税率

負の

人頭税
累進付加価値税

加藤・横山（1994）

抜本的税制改革のシナリオ抜本的税制改革のシナリオ
• 2009年の政府税調中期答申で、「抜本的税制改革」
が答申？が答申？
– 2010年通常国会で法改正→2011年に施行？

「ねじれ国会 の影響は？• 「ねじれ国会」の影響は？
– 2013年までは、現在の枠組みが続けば、「ねじれ国会」の
状況も継続状況も継続。

– 国会内の枠組みの再編も政治的には重要。

• 2008年３月末を、どのように乗り越えるか
– 「予算」は通っても、「予算関連法案」は通らず？算 算

• 特例公債が発行できない事態も。

– 「暫定税率」の期限切れ
• ガソリン税の事実上の減税効果

– 「租税特別措置」の期限切れ
• 中小企業優遇税制の事実上の増税効果

– 福田内閣は、3分の2条項を使う決断に迫られる？
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